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＜議案第１１８号 堺市手数料条例の一部を改正する条例＞ 

堺市手数料条例（平成１２年条例第１１号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（住民基本台帳法関係手数料） （住民基本台帳法関係手数料） 

第３条 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号。以下この条におい

て「法」という。）に基づく証明等に関し、次の各号に掲げる手数料

として当該各号に定める金額を申請者から徴収する。 

第３条 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号。以下この条におい

て「法」という。）に基づく証明等に関し、次の各号に掲げる手数料

として当該各号に定める金額を申請者から徴収する。 

(1) 法第１１条第１項又は法第１１条の２第１項の規定に基づく住民

基本台帳の閲覧手数料 １人につき ２００円 

(1) 法第１１条第１項又は法第１１条の２第１項の規定に基づく住民

基本台帳の閲覧手数料 １人につき ３００円 

(2) 法第１２条第１項、法第１２条の２第１項又は法第１２条の３第

１項、第２項若しくは第８項の規定に基づく住民票の写し又は住民

票に記載をした事項に関する証明書及び法第１５条の４の規定に基

づく除票の写し又は除票に記載をした事項に関する証明書の交付手

数料 １通 ２００円（端末機による申請に基づく交付にあって

は、１５０円） 

(2) 法第１２条第１項、法第１２条の２第１項又は法第１２条の３第

１項、第２項若しくは第８項の規定に基づく住民票の写し又は住民

票に記載をした事項に関する証明書及び法第１５条の４の規定に基

づく除票の写し又は除票に記載をした事項に関する証明書の交付手

数料 １通 ３００円（端末機による申請に基づく交付にあって

は、１５０円） 

(3) 法第１２条の４第１項の規定に基づく住民票の写しの交付手数料 

 １通 ２００円 

(3) 法第１２条の４第１項の規定に基づく住民票の写しの交付手数料 

 １通 ３００円 

(4) 法第２０条の規定に基づく戸籍の附票の写し及び法第２１条の３

の規定に基づく戸籍の附票の除票の写しの交付手数料 １通 ２０

０円 

(4) 法第２０条の規定に基づく戸籍の附票の写し及び法第２１条の３

の規定に基づく戸籍の附票の除票の写しの交付手数料 １通 ３０

０円 

（堺市印鑑条例関係手数料） （堺市印鑑条例関係手数料） 
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第６条 堺市印鑑条例第１５条の規定に基づく証明に関し、次に掲げる

手数料として、次の金額を申請者から徴収する。 

第６条 堺市印鑑条例第１５条の規定に基づく証明に関し、次に掲げる

手数料として、次の金額を申請者から徴収する。 

印鑑登録証明手数料 １通 ２５０円（端末機による申請に基づく

交付にあっては、２００円） 

印鑑登録証明手数料 １通 ３００円（端末機による申請に基づく

交付にあっては、１５０円） 

（その他の市民生活関係手数料） （その他の市民生活関係手数料） 

第１０条 その他の市民生活関係の事務に関し、次の各号に掲げる手数

料として当該各号に定める金額を申請者から徴収する。 

第１０条 その他の市民生活関係の事務に関し、次の各号に掲げる手数

料として当該各号に定める金額を申請者から徴収する。 

(1) 身元に関する証明手数料 証明事項１件 ２００円 (1) 身元に関する証明手数料 証明事項１件 ３００円 

(2) 不在籍又は住民基本台帳不記載に関する証明手数料 １件 ２０

０円 

(2) 不在籍又は住民基本台帳不記載に関する証明手数料 １件 ３０

０円 

【新設】 (3) 町名不存在に関する証明手数料 １件 ３００円 

（納税証明書交付手数料） 

第１１条 地方税法（昭和２５年法律第２２６号。第１３条において

「法」という。）第２０条の１０に規定する証明に関し、次に掲げる

手数料として次の金額を請求者から徴収する。 

納税証明書交付手数料 １件 ２００円 

（その他の税務関係手数料） 

第１３条 その他の税務関係の事務に関し、次の各号に掲げる手数料と

して当該各号に定める金額を申請者から徴収する。ただし、第２号に

規定する手数料については、納税義務者が自己に係る固定資産課税台

帳の閲覧をする場合は、この限りでない。 

(1) 個人の市民税又は府民税に係る税額に関する証明書交付手数料 

（納税証明書交付手数料） 

第１１条 地方税法（昭和２５年法律第２２６号。第１３条において

「法」という。）第２０条の１０に規定する証明に関し、次に掲げる

手数料として次の金額を請求者から徴収する。 

納税証明書交付手数料 １件 ３００円 

（その他の税務関係手数料） 

第１３条 その他の税務関係の事務に関し、次の各号に掲げる手数料と

して当該各号に定める金額を申請者から徴収する。ただし、第２号に

規定する手数料については、納税義務者が自己に係る固定資産課税台

帳の閲覧をする場合は、この限りでない。 

 (1) 個人の市民税又は府民税に係る税額に関する証明書交付手数料 
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１件 ２００円（端末機による申請に基づく交付にあっては、１５

０円） 

(2) 法第３８２条の２第１項の規定に基づく固定資産課税台帳の閲覧

に係る手数料 １件 ２００円 

(3) 法第３８２条の３に規定する固定資産課税台帳に記録されている

事項に関する証明書交付手数料 １件 ２００円 

（長期優良住宅の普及の促進に関する法律関係手数料） 

第３４条 長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第

８７号。以下この条において「法」という。）に基づく事務に関し、

次の各号に掲げる手数料として当該各号に定める金額を申請又は申出

をする者から徴収する。 

(1) 法第５条第１項から第３項までの規定に基づく認定申請手数料 

１件 ３，４１９，４００円以内において規則で定める額 

(2) （略） 

(3) 法第６条第２項の規定に基づく申出に係る長期優良住宅建築等計

画に建築基準法第２０条第１項第２号又は第３号に掲げる区分に該

当する建築物が含まれる場合における次の審査手数料 

ア 建築基準法第２０条第１項第２号イ又は第３号イの政令で定め

る基準に従った構造計算で、同項第２号イに規定する方法若しく

はプログラムによるもの又は同項第３号イに規定するプログラム

によるものによって安全性を確かめる審査（以下この号において

「構造計算適合審査」という。）に係る審査手数料 １件 ５９

８，７００円以内において規則で定める額 

１件 ３００円（端末機による申請に基づく交付にあっては、１５

０円） 

(2) 法第３８２条の２第１項の規定に基づく固定資産課税台帳の閲覧

に係る手数料 １件 ３００円 

(3) 法第３８２条の３に規定する固定資産課税台帳に記録されている

事項に関する証明書交付手数料 １件 ３００円 

（長期優良住宅の普及の促進に関する法律関係手数料） 

第３４条 長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第

８７号。以下この条において「法」という。）に基づく事務に関し、

次の各号に掲げる手数料として当該各号に定める金額を申請又は申出

をする者から徴収する。 

(1) 法第５条第１項から第５項までの規定に基づく認定申請手数料  

１件 ３，４５３，０００円以内において規則で定める額 

(2) （略） 

(3) 法第６条第２項の規定に基づく申出に係る長期優良住宅建築等計

画に建築基準法第２０条第１項第２号又は第３号に掲げる区分に該

当する建築物が含まれる場合における次の審査手数料 

ア 建築基準法第２０条第１項第２号イ又は第３号イの政令で定め

る基準に従った構造計算で、同項第２号イに規定する方法若しく

はプログラムによるもの又は同項第３号イに規定する方法若しく

はプログラムによるものによって安全性を確かめる審査（以下こ

の号において「構造計算適合審査」という。）に係る審査手数料 

 １件 ５９８，７００円以内において規則で定める額 
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イ （略） 

(4) （略） 

(5) 法第８条第１項の規定に基づく変更（法第９条第１項に規定する

譲受人の決定に係るものを除く。）に係る認定申請手数料 １件 

１，７０９，７００円以内において規則で定める額 

(6) 法第９条第１項の規定に基づく譲受人の決定に係る変更認定申請

手数料 １件 １，５００円 

(7) （略） 

【新設】 

イ （略） 

(4) （略） 

(5) 法第８条第１項の規定に基づく変更（法第９条第１項に規定する

譲受人の決定に係るものを除く。）に係る認定申請手数料 １件 

６４７，５００円以内において規則で定める額 

(6) 法第９条第１項の規定に基づく譲受人の決定又は同条第３項の規

定に基づく管理者等の選任に係る変更認定申請手数料              

１件 １，５００円 

(7) （略） 

(8) 法第１８条第１項の規定に基づく容積率の特例に係る許可申請手

数料 １件 １６０，０００円 
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＜議案第１２０号 堺市おでかけ応援利用者証条例の一部を改正する条例＞ 

堺市おでかけ応援利用者証条例（平成２６年条例第５３号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

 （交付対象者） 

第２条 利用者証の交付対象者は、本市の区域内に居住し、かつ、住民

基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）により本市の住民基本台帳に

記載されている者で、６５歳以上のものとする。ただし、市長が特に

認める場合は、この限りでない。 

 （交付対象者） 

第２条 利用者証の交付対象者は、本市の区域内に居住し、かつ、住民

基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）により本市の住民基本台帳に

記載されている者で、７０歳以上のものとする。ただし、市長が特に

認める場合は、この限りでない。 
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